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研究成果の概要（和文）：本研究においては、1980年代から蓄積されてきた社会階層と社会意識の関係を調べる調査デ
ータを解析し、現在の総格差社会の計量的実態把握を行った。合計5度の試行的全国調査の実施とデータの比較解析、
および実験シミュレーションが行われ、総格差社会日本の実態を仮説理論として明らかにした。同時に現代日本におけ
る大規模訪問面接調査の方法についても精査し、タブレットPCを用いる最新の調査技法を開発した。
これらの研究の知見は、2015年第1回SSP調査の実施に向けて集約され、最新の高精度の大規模全国調査データが回収さ
れた。その知見は速報として公開され、現在も踏み込んだ解析が続けられている。

研究成果の概要（英文）：In this study, we have longitudinally examined accumulated social survey data 
from Japan since 1980s. In addition, we pursued five preliminary social surveys and experiments, so that 
we could grasp the current socio-economic reality, which was called mass-inequality society. At the same 
time, we developed a CAPI (computer assisited personal interviewing) social survey method and introduce 
it to the 1st Stratification and Social Psychology survey in 2015, which is one of the latest nationwide 
social surveys. We are currently in the process of detailed analysis, though we have immediately reported 
the descriptive outcome of the survey.
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１．研究開始当初の背景 
豊かさや地位についての人びとの捉え方
を階層意識という。階層意識は、近年の格差
化・貧困化のなかで大きく変貌しているとい
われ、社会的な注目を集めている。にもかか
わらず学術的な議論はかならずしも十分と
はいえない状況にあった。 
本研究では平成期の日本社会に焦点を定
めて、既存社会調査データの分析、実験―数
理モデリング、新たな訪問調査技法の開発と
データ収集実践という複合的アプローチか
ら、社会経済的な格差の実態と、人びとの主
観のなかの階層意識の、連関変動のメカニズ
ムを明らかにすることをめざした。 

1970～80年代の「一億総中流」現象は、「階
層」という言葉が社会的な関心を集めるきっ
かけとなった。しかしその後、バブル経済の
到来とともに、階層意識研究は過去の課題と
みなされるようになり、階層的地位(産業・階
層システム)と階層意識の関係解明は、十分な
研究がなされないまま、長く知見がアップデ
ートされないままとり残されていた。 
けれどもリーマン・ショック以降、雇用の
流動化や下層の生活困窮がさかんにいわれ
るようになるにつれて、若年層を中心に、意
欲格差や希望格差が明瞭になっている(はず
だ)とする時評言説が再び耳目を集めること
になった。その後わたしたちは、東日本大震
災からの復興という、豊かさ・格差・不平等
にかんして、根本から再考を要すべき課題に
直面している。 
以上から、過去 40 年間の日本社会の構造
変動と、「総中流」から「総格差」への風潮
の変化、そして生年世代交代の連関性の解明
は、現代日本の社会学において重要な課題で
あると考えられた。 

 
２．研究の目的 
本研究では、21世紀に入っていっそう混迷
を深めてきた格差・流動化状況と、現代日本
人の「社会の心」の在り方を精緻に把握する
ため、調査技法を抜本的に精査しなおして、
サンプルの質量とも高い水準の全国調査を
実施することをめざした。そして得られた調
査データを速やかに解析し、最新の現代日本
社会の実情を、理論的根拠と実証的エビデン
スが融合した研究成果として報告すること
をめざした。 
 
３．研究の方法 
この調査研究プロジェクトは、2015 年に有
効回収3,500ケース以上の大規模な訪問面接
調査を実施し、そのデータを過去のデータと
比較しつつ解析することを主眼としていた。
その際、生年世代を従来よりも若い世代にあ
えて絞り、現代日本の重要課題とされている
若年層の生活と意識の実態について、量的に
把握できる対象者設計とした。これは将来的
な継続の基礎固めとしても意義の大きな設
計である。こうしてわたしたちが 2015 年上

半期に実施した大規模全国調査の名称は、
2015 年第 1回 SSP(社会階層と社会意識全国)
調査である(SSP: Social Stratification and 
Social Psychology Survey)。 
2015 年第 1 回 SSP 調査は、20～64 歳の男
女を層化多段無作為抽出し、訪問面接調査に
より全国 450 地点、9,000 ケースを対象とす
る設計とされ、有効回収数は 3,775 ケース、
回収率は 43.1％であった。回収率は同年度に
実施された他の調査と同等の水準で、高いと
はいえないものの、現時点においては、日本
の社会学の最新かつ最大規模の調査の1つで
ある。この調査には、約 60 項目の社会的態
度と約 50 項目の階層、地域、家族について
の属性項目が含まれている。 
  

 
図 1 タブレット PC を用いた実査の様子 
 
なお、この調査ではタブレット PC2 台を同
期させた状態で実施するCAPI法(電子機材式
訪問面接調査)を独自に開発し、世界で初め
て全国一斉225地点展開による実用化に成功
している。 
この調査の第 1の特徴は、階層研究に豊富
な知見をもたらした1985年1995年SSM(社会
階層と社会移動全国)調査を比較対象データ
として、厳密な繰り返し調査設計をとったこ
とにある。 

 
図 2 2015 年第 1回 SSP 調査の位置付け 
 
特徴の第 2は、調査実施に先立って周到な
仮説理論構築を行ったことである。これは
2010 年に実施した中規模調査のデータから
帰納的に実態を測定する研究、階層認知、相



対的剥奪などの実験シミュレーションに基
づく数理演繹的理論構築によって、複眼的に
遂行された。 
そして第 3には、同じ時期に実施された大
規模調査である 2015 年 SSM 調査との補完性
を十分に考慮し、階層意識研究についてデー
タのオリジナリティと希少性を確保したこ
とである。 
 
４．研究成果 
研究成果としてまず明らかになったのは、
現代日本の階層意識にみられる再帰的近代
状況である。これは、20 世紀近代の直線的で
単純な時代変化の理論枠組みでは捉えきれ
ない、非線形で多様な変動状況である。図 3
に示したのはその一例で、階層帰属意識の社
会的地位との関連が徐々に明瞭化していく
「階層帰属意識の静かな変容」と呼ばれてい
る傾向を示している。これは本調査研究の主
要な研究論点の一つであり、この変容の実態
については本研究期間中に大幅な知見の拡
充をすることができた。 
 

 
図 3 階層帰属意識の静かな変容(R2の増大) 
 
他方で、20 世紀以来の社会学の共通課題で
ある伝統性と近代性の相克の動向について
は、これと同じような顕在化のトレンドは見
出されていない。 
このことは集合意識としての○○主義が
階層構造と連携して社会統合の力を発揮で
きない状況になっており、現代日本社会が、
個人化して脱埋め込みされた個人が、個々
別々にリテラシーを発揮する状況に至って
いることを実証的に描き出している。 
また2015年第1回SSP調査のデータでは、
1980 年代以降の生年の対象者を十分にカバ
ーしているため、言説として指摘されてきた
これらの新しい社会意識の動向を、数値的に
裏付けることが可能になった。こうした社会
意識の動向には、若年層の仕事からの疎外、
海外留学志向の弱まり、新自由主義の意識の
若年層での台頭、男女の価値観の差異の縮小
傾向、若年層の緩やかな保守化、政治的関心
の低下、近隣のつながりの脆弱化、消費にみ

られる階層格差などがある。以下に示すのは、
こうした多様な知見の一角をなすひとつの
事例である。 
この調査では「夫が妻と同じくらい家事や
育児をするのはあたりまえのことだ」という
意見への賛否の項目を、新たに設計して尋ね
ている。すると夫の家事育児参加（いわゆる
「イクメン」行動）については、男性のほう
が肯定的であるのに対し、女性のほうは少し
戸惑いを見せている傾向が明らかになった
(図 5)。 
 

 

図 5 夫が妻と同じくらい家事や育児をするのはあたり

まえのことだ(賛否傾向の男女差) 

 
こうした記述的な調査データ分析の成果
は、すでに複数の一般書籍や雑誌特集記事な
どで公開され、社会的なインパクトをもって
報道された。 
他方で本研究では、国際的な研究発信にも
力を入れている。具体的にはIshidaやHamada
ら は 数 理 研 究 に よ っ て Journal of 
Mathematical Sociology誌への論文掲載を達
成し、Nagayoshi と Sato も計量研究による
International Sociology 誌への投稿などの
成果を挙げている。このほか研究代表者
Kikkawa は、単著書籍 Social Mentality in 
Contemporary Japan: Quantitative Social 
Consciousness Studies によって、日本の計
量社会意識論の現状と課題を国際的に発信
している。 
本研究においては、研究計画の最終年度前
年に、知見を総合した大規模調査を実施する
ことになった。調査データ分析成果は、報道
への記者発表、学会での特別セッションの開
催などにより速やかに報告しているが、現状
では、上述の男性の家事参加についての意識
をはじめ、いくつかの新たな動向について、
さらに踏み込んだ解析の過程にある。今後そ
の成果は学術論文、一般書籍などで公表され
ることになる。現在まで日本プロジェクト内
で挙げた業績総数は、単著共著の図書13本、
学内紀要以上の国内外学術誌論文 64 本、そ
の他の執筆業績 69 本、学会大会等での報告
計 185 件である。 
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